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費用・収益の対応

菅原秀人

1. はじめに

こんにちの損益計算は一会計年度についての損益計算， つまり期間(年

度)損益計算であるから， その場合の計算要国である収益，費用は厳密には

期間収益，期間費用とよばれるべきものである。この期間収益，期間費用は

収入，支出にもとづいて把握され，結局はそれらに解消すべき性質のもので

あるけれども，当該年度における収入，支出は必ずしもそのままそれがおと

なわれた年度の収益，費用として計上されるべきものではないし，また当該

年度における収入，支出がなくても，それがその年度の収益，費用の不計上

を必ずしもいみするものでもない。すなわち，収益，費用は収入，支出にも

とづいて計上すべきものであるけれども，しかしながら収入，支出が直接的

に当該年度の収益，費用となるものではないのである。損益計算のむずかし

さ，複雑さはここにその理由があるのであり，乙のむずかしさ，複雑さが実

は損益計算の操作，つまり盗意的な歪曲を可能にする余地をあたえることに

なるのである。

いうまでもなく適正な期間損益の算出は，適正な収益，費用の期間的対

応によって保障されるものであるが， 損益計算が独占利潤のいんぺい=資本

蓄積強行の意図のもとに，その手段として利用される場合には，費用・収益

の期間的対応はいちじるしく歪曲され，収益を過小に，また費用を過大に計上

する乙とによって，算出される利益を過小に表示しようとする傾向が非常に

つよくみられる。すなわち，費用・収益の対応ならざる対応がいわゆる「対

応j として一般に主張され，制度的にもまた認められたものとなっているの

である。引当金制度の濫用がその典型的な事例であるが，小稿はとくに ζの
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対応の問題を中心的課題としてとりあげ，対応ならざる対応をもって「対応」

と主張する見解(通説)を詳細に検討することを自的とするものである。

2. 費用・収益対応の概念

わがくにの企業会計原員Ijは，損益計算書原則 1のAにおいて「すべての

費用及び収益は，その支出及び収入に基づいて計上し，その発生した期聞に

正しく割り当てられるように処理しなければならない。」として，損益計算が

発生主義をたてまえとしておこなわれなければならない乙とをあきらかにす

ると同時に， r費用及び収益は，その発生源泉に従って分類し，各収益項目と

それに関連する費用項目とを損益計算書に対応表示しなければならない。」と

して，収益・費用が対応表示されるべき ζとを明確に規定している。後者の

規定は企業会計の報告機能の側面を重視する観点にたって，費用・収益の項

目別的対応の可能性を前提としているようにおもわれるのであるが，このよ

うな項目別的対応はせいぜい売上高と売上原価との関係についてみられる程

度で，一般管理費，販売買，営業外収益，営業外費用等について項目別的対

応を求めることは不可能である。したがって，対応の開題は全体としては期

間的対応の問題として論じないわけにはいかないのであり，その範囲におい

て，こんにちの損益計算構造の包蔵する開題点の少なからざる部分を摘出す

ることができると考えられるので，以下，費用・収益の対応という場合には

全体としての費用・収益の期間的対応計算をいみするものである。

周知のように，こんにちの損益計算は発生主義をたてまえとしておこな

われるところの，いわゆる発生主義会計であるといわれているのであるが，

その内容を詳細に検討してみるならば，いうところの発生主義会計にはきわ

めて重要な問題点がみられるのである。発生主義は現金主義の否定から生成

した，より高次の会計思考であり，より合理的な損益計算を可能にするもの

であると一般にいわれているのであるが， しかしその合理性は資本の立場か

らみた合理性，資本に奉仕する合理性であって，真の意味での客観的合理性

を指向するものではないのである。以下，この点について考察するであろう。



収読は，

ζれを

と

収入に

主主潟・収援の対応 管原 53 

において明記されているように，収益については

当期の損益計算lζ言十上しではなら」ず， [“米収絞殺は，

し，そ

認の摘益計算に計上する。j

され rすべての費用及び収主主は，その支出設び

した期擦に正しく割り当てられるように処

濯しなければならないリという 収益についてはそのまま

されないのである。このように

にたいして，絞誌については発生主義よりも

されるという ζ とは，収益・費用

されるの

る

によ

っし総級， 1t1鐙されないととをいみするものであり，したがってζ のように

';dれた収益と設用の対応、によって計算される利議，すなわち，収設

費用口和識の算式!とおいて計算される利益はタ収益の鵠限的計上の穏授に

応じて，それだけ過小に算出されることをいみすることとなる。

ζのように，発生主義余計は突は収識と費用を間…の器準にもとづいて

るものではないのであるが，収誌と毅mのζ のような差制的処E援は，
さらに讃思議念の不当な拡大によって一路はげしいものとなっていることそ

してはならない。すなわち，賀湾についてつぎのように主張さされるとき，

拡大解釈は譲う余地のないほどあきらかであり， ζのこと

の差加的処滋;と拍E認をかけるものとなっているという ζ とができる c

i民援に対JZ;';dれる賞用には，議問的性紫からみてこ二つの種類が存在

る。その一つは，すでにその期棒または遥去の期需要に発生した費用であって

ζれをその器開の収益に対応させるために，その対応する部分を区却し測定

して計上するものである。各議の資産や前払毅用，繰延資産設などが費用化す

る場合とか，未払費用を計上ずる場合などがζれである。そのニつは，その

iと実現した収設のためにどうしても必要な設用とみられるもの，あるい

はその期間に実現した絞益i乙採することを適当とする損失でおるが，その期

にその発伎の事実が認識2きれなかった賛毘{または掻失}そ，まったく見

込みによって計上する場合である。この穫の設用は， !畏議よりもおくれて後
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の期間に発生する費用，すなわち挙後費用(after-cost)の性賀をちつものであ

って，それはまったく見込みによって， 1反益オJ;e;させる必婆上，計上iされ

るものにすぎないのである。貸倒引当金，海水準備金，価絡変動準備金{と

くにグフレ揺における)などの諸引当金によって計上される費用がζれに震

ずる九

みられるように ζの よ

'ð~う iζ は

のである。

していないものについても， ζ

したものばかりでなく，

しうることとなる

にのべたように多現金の収入，支出にもとづいて

おこなわれるものではあるけれども，しかしながら現金の設入，支出

的に制約されることなく，収議・費用の発生を確認して，両者の対認を行な

うものであって，わがくにの企業会計箆良りにおいても規定されているように，

fすべての費用及び収援は，その支出及び収入に基づいて計上し，その発生

した諮問に廷しく若手Jり当てられるように処理」するとと

まうる。すなわち，収益・費照の確認と計上を，政j史的に現金の収入，文出と

いう事実にまお東される ζ となくおζなうための基準としての原JlJJ

といわれるものであり，当該年変に発生した設主主，当該:竿E芝に発生した費用

の対応，すなわち議開校誌と期間費用の対応が発生主義余計である。

はこのような内容のも

のでなければならないはずであり，

いはずである。しかるに，

と と う王翠a:nまな

によれば多未だ発生していない， しか

も将来，発生するかどうかさえもわからないものについてまで?それが当期

?と計ーとされる収益と因果関係をもっているという理由で，当期の設沼として

べきことが主議されるのである。とのような訣で，一方におい

て，費用は米だ発生していない，しかも :1守来，発生するか否かさえ

かなものまでが，その計上受認められTょがら，他方において，

生した ζ とが確実であっても，それが実現するまでは，その計上が器、めら

れないのであるo じたがって，いっばんにいわれる繁用・収設の対応は，

もとづく絞誌と発生した費用および未だ先生していない費用との
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対応なのである。

ところで，収益について発生主義よりも枠のせまい実現主義が適用され

るのは，計算の正確性よりもむしろ確実性を重視するためであるというとと

がいっぱんにいわれている。たとえば抜本教授も「収益認識についての実現

主義は，収益認識上では発生主義よりも確実性に富むものである。しかしそ

れは期間的正確性の点において，発生主義lζ劣るものである 2)0 J乙とを認め

ておられる。実現主義が計算の正確性よりも，むしろ確実性に重点をおくも

のであるとするならば，費用については乙れをどのように理解すべきであろ

うか。既述のように，費用については，当期lζ発生した費用ばかりでなく，

さらには将来，発生するかどうかさえわからない，きわめて偶発的な， した

がってもちろん，未だ発生していないものまで，これを当期の費用とみなす

という ζ とは，先の論法からすれば，計算の正確性のために確実性を犠牲に

するという ζとでなければならないであろう。阪本教授は「費用認識におけ

る発生主義は，損益計算の正確性を保つことができるだけなく，その確実性

にも富むものであるめ。」と主張されるけれども，たとえば，棚卸評価基準の

ーっとしての低価主義をみでもあきらかなように，将来年度において価格変

動による損失が現実に生ずるか否かはまったく偶然的なことがらであって，

そこには何ら客観的な根拠を見出すことはできないのであるが，それにもか

かわらず，そのような主観的な予怨による未実現損失を当期の損益計算lζ導

入した方が，より正確，かつ確実な損益計算をおこないうるということがで

きるのであろうか。もしも，収益にたいする実現主義の適用が計算の正確性

を犠牲にしても確実性を尊重するというととであるならば，費用にたいする

前述のような発生主義の拡大適用は，計算の確実性を犠牲にしても，その正

確性を尊重するというのでなければ，論旨が一貫しないというべきであって，

もしもとのようにいうことが正しいとするならば，収益にたいして計算の確

実性を理由として実現主義の適用を要求するところの見解は， r確実性jがそ

の真の目的ではなく，真の目的は別の etwasであるという ζとができるであ

ろう。収益については「確実性」が問題とされながら，費用についてはそれ
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が問題とされないということは， r確実性」が都合のょいときにだけ利用され

ているという ζ とを物語るものであり， ζのような御都合主義によって費用

・収益の対応がいちじるしく歪曲されてしまう ζとになるのである。発生主

義は収益にたいしてはきわめて制限された範囲でしか適用されないのにたい

して，費用にたいしては不当に拡大されて適用されるととの結果は，いうま

でもなくあきらかである。算出される利益の過小計上が，制度的l乙公然と認

められていると主張するゆえんであるぺ

真実な損益計算といわれているものの内容を検討するならば，このよう

にきわめて重大な難点が存在するのである。しかるに，費用・収益対応の原

則を拡張解釈する見解によれば，収益認識の基準と費用認識の基準との相違

を調整し，期間的に正確で，しかも確実な損益を算定するための原則が費

用・収益対応の原則であるとされる 5)。すなわち， 費用配分の原則は， 時の

経過，財の消費量，残留景などを基準として費用を配分する原別であるが，費

用・収益対応の原則は，収益を基準として期間費用を最終的lζ確定(再配分)

する諒別であるというべきもので，期間損益計算の正確性は費用・収益対応

の原則によって最終的に確保され，損益計算は費用・収益対応の原則によっ

て最終の仕上げをうけることになると主張されるのである句。つまり乙の見

解によれば，貸倒引当金，渇水準備金，価格変動準備金のように，将来，発

生するかどうかさえまったく不確かなものまで当期の費用として計上するの

は，費用配分の原則によるものではなくて，直接lζ費用・収益対応の原則に

よるものであると主張されるのである九

ζのように，ほんらい的には損失であり，それゆえにそれが突さいに発

生したときに，利益をもって補填されるべき性質のもの(たとえば貸倒損失，

評価損失など)， あるいは利益の処分項目であるもの(たとえば納税引当金)

をも費用として，未だそれが現実に発生しない年度の損益計算に算入するこ

とを許容する根拠が，費用・収益対応の原則にもとめられるとするならば，

それはまさに費用・収益対応概念の拡大をいみするものであるというべきで

あるが， しかしながらこのような拡大解釈が拡大解釈とされないところに，
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あるといえるのである。

うものであるにも らず，その拡大解釈が拡大解釈と り

れないと ζろっさは，かえって逆に，それが損益計算の正確教と

するものであると主張されることにさえなるのである。しかし，設用・収益

対応の概念ないし原則の拡大化というものは，げん密lとは費よな概念の拡大イむ

とよばれるべきものであろう。何となれば，問題損裕計算はi設設と費用との

期間的対応によっておとこなわれるものであるが，その;場合に期間費用の概念

を誌大して?期開設潟とはいえないものまでもとれを鑓詩援用として計上す

るならば，期間収益に対TiSされるべ念でないものまでが対応されるとととな

り，その結系，費用・収益の対よちは不正確，かっ不当なものとなってしまう

からである。したがって，費消・収益対認の開題は結局，とくに;話器波用の

抱握の諮題lと還元しうるわけでまうって，とういういみにおいて，これら二つ

の翻穎は3援は一つの嬰頴でしかないということができるのであるヘ

1) ~皮本安… L 新在f財務務淡論， 1958 主久 113~o

2) 向 上;総鑓議， 262頁。

3) 向上 263~。

4) 以下にみられるものは，祭倒5[資金の不当没後主張するきわめて数ナくない疑終の

…つであるo

f世路では引当金という名祢の下に，利益雲著書誌が行なわれる ζ とがき多いが，この

ような方法による秘密綴立金は終さるべきでない。交樹準備会についてみれば，縫芸E

JE綴ff:Hと発食する貸倒れは綴矧の資Jf:lとして計上すればよいから， ζの部分与を貸邸機
織:'lIi:として百!あてる必要はえ2い。引当金者を基きするのは将来発生する臨時的な担当隠額

百う貸倒れに対するものだけということになる。しかしながら，将来の鐙倒jれそそ予想す

るζ とは不可能であり，かりに予額マきたとしてら計算の方法がない。しい℃計上し

ようとすれば会く滋意告さなものとならざるをえない。そのような炎滋れの発生;丸本

※，引き援金の対委員となるものではなし発生時の慾善寺綴5たとして処理し，漆秘利益iζ
負設させるべ三きであって，これを食倒準備金として主主縫の部iζ計上するととは適切で

ない。わか関のように引当金をなやみにつくるにとが行なわれている溺は少ない。内

務安保守E引当金の形で行なうのは適切マないつ(以上撃さきま。隊出凌一員s，負絞と資本

J と利益，金5援会計， 1958年 10月， 63-4頁)
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えi::Io， J反主主にたいする発生来総滋子誌の欠陥について，Ul下博士はつぎのように主

援される。 f特定期磁の利益計上，正文芸主についても発ゑ原則の立f診を採摂するととが，

収益の溺筒1時総を適正にする遂であるという現議撃の立場も， ζ れを認争ちる以外にない

であろう。しかし，そうした立場にたってそれぞれのj湾問利益討委事が行なわれる数合

には，務突には少なくとも次のような致命的な欠路が紹楽するということ

ずる。 1つは，米妓予告の繍卸誌について，その!貯の評綴{価額をさき期売上j反援に知事事し

そのお援にもとづいて利益の起き自処分が行なわれる場合，次刻iζ販売市絡が下姦すれ

ば，それだけ次期の手段主主は減少する。それは前期の容を2去の不当初得によって次期以降

の株主め犠牲を，1'学なうものである。乙のことは，絞主主について発生主義を溜F脅して潟

認a¥J利益の限定を滋涯におとなうというさま本的考え方に，溺突的君子j震を招楽すること

をいみする。 2つは予期間科会主計算の緩受性が著しく阻害され，ま?と，算出された移

議会主配当室長考撃の形で混突に処分され，それにみあう資金が務突に主主外流出の?診をとる

ので s 務災 ft 処分会れる利授の大い容はiÈ~誌の遂ぎきにも至大の喜善係当をもっということ

である。期罪喜利主主限笈計算を内容とする近代会計のうちには，予告主主義芸員日の援ffl与を通じ

て潟在事者.:i:，将芸誌事長主にたいする収益立)j議問帰路線係を001怒にし，その約餐闘の初号撃

の裁緩iζ役立つという機言語がみられるのであるのJ(以上要旨，山下総治，近代会計制

度の成立，企談会計， 1960年4Jj，7…8]実}

5) 11茨木安…: 前衛幸容， 263頁。

。向上 117賞。

7) 潟 J二 116頁。

阪本数授はイ患の綴所1::'f!l!望郷唱ともって奴主主を議51ずるために要した偲{憾の主主消分後

窓際ずるものとする機会どは，一絞IJ)護費用概念を限定してき実務iζ用いる場合ぺぜある。

紫用収益対応の腹部 (Principle()f matching costs with rev脂綿)1という費用IJ)綴念

がこれである。J(傍点安E言。絞本袋一，前掲苦it-， 51-2頁)ともいわれる。

8) r主張緩{密主裁において られる総務下溶による許制綴をあらかじめ禁苦慮し，

とこの予怒損失をさ芸該売J二塁票締iζ計上して，さ当郷予言J二収益のうちにとれを翻J氏しようと

するものである。そのことによって，次期に繰り越すべき繍鈎感綴与をその際収可能な

限度におこうとする ζ ろに， j諸問損主主計算方淡としての怒号棄がある。J(傍点瞥線。 ul

下務治，会計学一般理論， 1962 i久 130爽j

「凝縮悩務の務しい室主総が，的建芸いずれにせよ…一一羽目線資産額~滋

の遂iw;jiまえ立の状況に苦手芸還を与えることは否定出綾ないc それにも抱らす¥焚潟奴接対
した長芸術iと代えて会前自¥l!と綴続交際の捻定取務長支{読を用いるの

はぎをく筒怒出来な"'0必主導な般定を行なうととの凶難さ{中路)!t加えて，発上荻{悩の
計算lζ綴筏記入長室径をやめて佼織的な緩衝を用いるととは，その7dJ二長京総及び稼業総

主主立)1ii曲そ綴く。もし ζ の代替が r1lt{uIi主総jの溺用による評{隠切下げという彩をと
れば， r売上燃側J(cost of goods 50lのとして収益に殴誤診れる額lま米薮発製品iζ務
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する価格下溶推定額の分だけ確定的にふくれ上っている。その結果は，収益は販売に

よって測定され，収益にはそれに照応する原料及び用役の費用を賦課することを要す

るという会計基準の明白な侵犯である。(傍点菅原。 W.A. Paton， A. C. Littleton， 

An Introduction to Corporate Accol1nting Standards， 1940. 中島省吾訳，会社会

計基準序説， 1956年， 139-40頁)

3. 動態的思考と怒意性

ζんにちの動態的損益計算は原価主義と費用・収益対応の 2本の柱によ

って支えられた計算本系であるということができる。つまり，会計計算から

主観や恐意の介入しやすい財産評価を排除して，会計計算を客観的な損益計

算たらしめるために，客観的な， 証明可能な取引価格(取引当事者閣に成立

する)にもとづき，その取引価格，すなわち取得原価を各会計年度に配分し，

もって当該会計年度に実現した収益と，その収益のかくとくに貢献した費用

とを対応させる乙とによって，当該会計年度の営業成績をあきらかにしよう

とするものである。したがって，原価主義会計は原価の認識，測定→原価配

分→費用・収益対応のプロセスであるけれども，そして財産評価にかわって

原価配分のプロセスであるといわれるけれども，このことから甚ちに，損益

計算の客観性を主張するわけにはいかない。何となれば，かりに原価の認識，

測定が客観的なものであるとしても，原価配分→費用・収益対応のプロセス

lどおいて主観ないし怠意の介入する余地は依然として残されており，しかも

その余地は決して小さくないからである。会計計算の客観化と正確化を企図

するといわれる動態的，原価主義的損益計算は財産評価の怒意性にかわって

原価配分および費用・収益対応の怒意性介入の余地を内包するものであると

いう ζとができるゆえんであって，財産評価の恋意性の排除がただちに期間

損益計算における恋意性介入の余地を全面的に消滅させた ζとをいみするも

のと考えではならない。たとえば，低価主義の近代的解釈，つまり棚卸資産

の残存有効原価の概念の上に築かれた新低価主義が，原価配分および費用・

収益対応のプロセスにおける恋意性介入の余地をいかに大きく内包するもの
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であるかは，それを仔細に検討すれば容易に理解されるであろうが，ひとり

棚卸資産についてばかりでなく，固定資産の原価配分(減価償却計算)におい

ても恋意性介入の余地は大きく残されており，さらにまた損失および利益の

処分項目を費用・収益対応のプロセスに混入する恋意性もまた大きく残され

ているという乙とができるのである。

そもそも，動態的損益計算は発生主義をたてまえとするといわれながら

それが全面的に採用されているわけではない。前節で考察したように費用に

ついては発生主義を適用するのにたいして，収益については発生主義より枠

のせまい実現主義(発生主義を制約する)が適用される。収益については，収

益測定の基準が確実に与えられる、場合でも，それが未実現の場合にはそーの収

益の予想実現額から，その実現にいたるまでに要する予想費用額を控除する

ことによって，現在時点の収益発生額を決定することができる。しかしこの

ような予想には時として不確実な予想が混入しやすいので1) 計算の確実性

を尊重する立場から，収益については原則的に実現主義を適用する方が，一

般的にみて妥当であるという主張がなりたちうるとされるめ。 ζのように収

益についてはその正確性を犠牲にしても確実性を尊重すべきであるという上

のような立場が，費用についても一貫していないところに，前記の主張には

大きな矛盾がみられるといわなければならないであろう。収益を実現主義に

よって計上するのであれば，費用もまた同じ実現主義によって ζれを計上す

るのでなければ，正確な損益計算ということができない ζ とは，多言を要し

ないからである。さらにまた将来年度において，はたして発生するか否かも

不確定な損失を当期損益計算に算入する ζとは，計算の確実性の観点からも

許容しうることにはならないであろう。企業会計が確実性を最優先的に考慮

すべきものであるというのであれば，その態度は収益についても費用につい

ても同様に堅持されなければならないはずであり，また確実性と正確性との

二者択一において，後者が優先すべきものであるならば，その態度はやはり

終始一貫するものでなければならない。そして文字どおり正確性を期するた

めには，収益・費用は経営活動によってそれが発生するままに把握，計上す
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ることが必要であり，ことに現金主義にかわって生成した発生主義を客観的

に利用する道がひらけている。しかるに，発生主義をたてまえとするといわ

れる ζんにちの動態的損益計算は，すでに考察したと乙ろからもあきらかな

ように，損益計算の正確性も，確実性をも企図するものではないといっても

決して過言ではないのである。収益の制限的計上と費用の拡大計上とは，正

確性と確実性をふたつながら犠牲にすると ζろの損益計算の歪曲(操作)をい

みするものであり， その企図すると乙ろが独占利潤のいんぺい=資本蓄積の

強行にあると主張するゆえんのものは，実lと乙 ζlとあるのである。引当金制

度の濫用はまさにその具体的な現象であって，引当金制度の濫用と費用概念

の不当な拡大とはまさに盾の両面をなすものであり，とくにこの費用概念の

拡大が費用・収益の対応を， r対応ならざる対応」にかえてしまっているので

ある。

要するに動態的損益計算もまた，原価配分→費用・収益対応のプロセス

における怒意性の介入を排除するものではなく，原価配分の歪曲→費用・収

益対応の歪曲→期間損益の粉飾(操作)という，一連の会計操作介入の余地を

多分にもっているものであるといわなければならない。このよう，なわけで，

静態的財産計算にみられる財産評価のプロセスにおける窓意性介入の余地lζ

'もまして大きな恋志、性介入の可能性が，動態的損益計算{乙伏在するというと

とができるのである。何故ならば，財産評価においては，恐意性の介入は財

産の物価変動，すなわち時価に制約されているけれども，動態的期間損益計

算においては，引当金制度の利用ないし濫用によって，窓意性の介入は財産

評価においてみられるような制約から解放されることになるからである。し

かも，乙のような怒意性の介入がそのありのままの姿においてとらえられる

ことなく，制度的lこ公然化しているととろに，その近代的合理性が主張され

るのである。すなわち，そこでは内容空疎な形式(形骸)だけがクロ戸ズ・ア

ップされて，そとにもられるべき内容はその形式の誇張のゆえに問題意識の

玲外におかれ，問題点が見失われるか，あるいは抹殺されることになってし

まっているのである。
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かくて極言すれば，致態的損益計算は「近代的合理性」の佼装のもとに

もまして大きな会計操作の可能性を内包するものであればζそ，拙占

にふさわしい余計計算であるということができるであろう。こ

の場合，とくに「近代的合理性の仮装j と称するゆえんは，そのもとにおこ

なわれる損設計算が決して保守主義と無縁でないばかりか，むしろ内容的に

にしかその根拠をもとめることができないものであること句しか

して，保守主義は設衰の本来のいみにおける近代性，合理数とはまったく無

ものであるからである o まう

るにもかかわらず，それが最も

しているところにき

の議大の特徴をみとめる ζ とができるのであり，側部評価lヒおける低価主義

は51当金制変の瀧沼とともに，ま之きにその典型鈴なものであるということが

できる。ぞれにもかかわらず，独占

るとことがいっぱんに認められているのにたいして，独占

したところの，それゆえにまた近代的少合理

あると，いっぱん って，それがまた

り とし られているところ

のものでもあるのである汽

1) 奴慈の予想爽務額から s その災蕩にいたるまでに裳ずる予獄後ffli綴そ笈引く ζ とに

よって，ミ話芸EのJ皮皇室発生綴与を決定するととには「米議案な予怒jが混入しやすいとい

うこの主張は，たとえば新低僚主主義の書量殺論とどのように結びっくものであろうか。

2) 阪本安一: 新務総泌総表詳綴， 1958主fi，114-5頁。

3) r焚用lま，霊安盤以{濁あるいはその一部分t乙表j主主の狽ijjさにきろって，収益から主主義主怒
れるぺゑ額である。 ζ れらの霊安徐分はその錦繍iζ於ける現金の支出， ~愛妻霊感1íffiの全緩

またはその一部の消滅，あるいは魚僚の発生を滋じて生ずる。章受周は，営業との凝縮

…ー収益考会食み出す浴室認との関連安対1づけ得る言空軍i分一-!;:，書室災一一乙のようえに関

主主を夜しない怒号i分一ーとから構成される。J(A.A.A.， Accounting Concepts and 

Standards underlying Corporate Financial Statements (1948 }ミ記vision). i:t ~事後苔

訳， A.A.A余計霊室長U，1956緑， 61]l霊}


